
 

 

 

〔重要な会計方針〕 
 

 １．運営費交付金収益の計上基準 

   運営費交付金収益の計上基準は、業務のための支出額を限度として収益化する 

   方法（費用進行型）を採用しております。 

 ２．業務収益の認識基準 

   役務提供完了基準によっております。 

 ３．固定資産の減価償却の方法 

     有形固定資産 

    定額法を採用しております。なお、主な固定資産の耐用年数は以下のとおりであ 

   り、残存価額については１０％を使用しております。 

      建物              ５～５０年 

      構築物          １０～５０年 

      器具              ２～２０年 

    また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第７７）の減価償却相当額につい

   ては、損益外減価償却累計額として資本剰余金から控除して表示しております。 

 ４．退職手当に係る引当金及び見積額の計上方法 

   役職員の退職手当については財源措置がなされるため、退職手当に係る引当金は計

   上しておりません。 

   また、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職手当増加見積額は、自己

   都合退職金要支給額の当期増加額に基づき計上しております。 

 ５．消費税等の会計処理方法 

   消費税等の会計処理は、税込方式によっております。 

 ６．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

   キャッシュ・フロー計算書における資金は、手許現金、随時引き出し可能な預金か 

   らなっております。



 

 

 

〔貸借対照表関係〕 
 

 １．運営費交付金から充当されるべき退職手当の見積額 ６８４，３０７，１９１円 

 

〔キャッシュ・フロー計算書関係〕 
 

 １．資金の期末残高と貸借対照表に記載されている科目の金額との関係 

     現金及び預金勘定            １，４６７，４５４，８４２円 

     定期預金                 －４７０，０００，０００円 

     資金期末残高                ９９７，４５４，８４２円 

 ２．重要な非資金取引 

   ①現物出資の受入による資産の取得      １１，５９１，５０４，０００円 

   ②無償譲与による資産の取得            ４１７，１５２，５２５円 

 

〔行政サービス実施コスト計算書関係〕 
 

 １． 国有財産無償使用の機会費用の計算方法 

   当センターでは土地・建物の無償使用をしており、機会費用の算出にあたっては 

   使用許可者である各大学が大蔵省管財局長通知に基づき算定した金額を採用して、

   おります。 

 ２． 政府出資等の機会費用計算に使用した利率 

   機会費用の算定にあたっては１０年国債の３月末日時点の利率（１．４％）を採 

   用しております。



 

 

 

〔追加情報〕 
 

 １．独立行政法人移行時の承継資産の評価 

   現物出資資産については個別法の現物出資の根拠規定に基づき評価委員が決定し 

   た金額、無償譲与資産については当初取得時から無償譲与を受けるまでの期間の 

   減価償却費を計算して評価を行っております。また無償譲与資産のうち当センタ 

   ーの資産計上基準額未満のものについては機器・物品費及び材料消耗品費並びに 

   物品受贈益をそれぞれ以下のとおり計上しております。 

 

           機器・物品費   １１７，２８６，０９９円 

        材料消耗品費      ２１９，７０９，９８１円 

             物品受贈益            ３３６，９９６，０８０円 

 

〔セグメント情報〕 
 

   単一セグメントのため記載は省略いたします。 

 


